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埼玉県立特別支援学校スクールバス運行業務一般競争入札参加資格審査申請書

　埼玉県が行う令和４年度及び令和５年度の埼玉県立特別支援学校のスクールバス運行業務の一般競争入札に参加したいので、関係書類を添えて資格審査を申請いたします。
　また、この申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを宣誓します。
令和　　年　　月　　日　
（宛先）
　　　　埼玉県知事
　　　　　　　　
　申　請　者　　（〒　　　－　　　　）
住所又は所在地
（ふりがな）
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）
代表者職・氏名　   　　  　                　　　　　
電話番号　　　　　（　　　　　－　　　　　－　　　　）

　○添付書類
　※１　一般競争入札参加資格審査項目票
　※２　営業経歴書（営業を開始した日から現在までの営業経歴を記載したもの）
　※３　営業所一覧表
　※４　申請者が法人の場合：次に掲げる書類
　　　⒧　商業登記法第１０条第１項に規定する登記事項証明書
　　　⑵　決算報告書の写し（申請日の直前１年間の事業年度の決算に係るもの）
　　５　申請者が個人の場合：次に掲げる書類
　　※⒧　市町村長（特別区の区長を含む。）が発行する身分証明書の写し
　　　⑵　地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない旨の誓約書
　　※⑶　所得税確定申告書等の写し（申請日の直前１年間の申告に係るもの）
　※６　県民税及び事業税の納税証明書の写し（申請日の直前１年間の事業年度に係るもの）（法人県民税及び事業税にあっては埼玉県内の事業所に係るもの、個人県民税にあっては埼玉県内の住所地に係るもの）
　※７　消費税及び地方消費税の納税証明書の写し
　　８　障害者雇用状況報告書の写し（障害者雇用状況報告書の提出が義務付けられている事業者で、障害者法定雇用率を達成している場合のみ必要とする。）
　　９　障害者雇用の証明書（障害者雇用状況報告書の提出が義務付けられていない事業者で、障害者雇用を行っている場合のみ必要とする。）
　　10　ＩＳＯ１４００１認証取得登録証、埼玉県エコアップ認証書又はエコアクション２１認証・登録証の写し（認証を受けている場合のみ必要とする。）
　　11　委任状（入札、契約、代金の請求又は受領等を代理人に委任する場合のみ必要とする。）
　※12　在籍証明一覧表
　※13　運行業務に必要な許可に係る証明書等の写し（一般競争入札参加資格審査項目票及び営業所一覧表において指定するもの）
　　14　同意書（５⑵の誓約書を提出できない場合のみ必要とする。）

　（注）番号の前に※印を付してある書類は、添付を省略することができないものです。


申請日直前の事業年度２年間における契約状況
（１）バス業務
	乗合・貸切・特定
	契約者
	業務の内容
	契約金額
	契約期間
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（２）バス業務以外
	発注者
	業務の内容
	契約金額
	契約期間又は契約日

	

	

	

	


	

	

	

	


	

	

	

	



（注）１　２年間における主な業務で、契約金額の高いものから記載すること。
　　　２　契約が毎年更新されている場合も、合算せずに契約ごとに記載すること。
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